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96 経 営 と 経 済
ノ〈ランシングを具体的にどのような形で行うかについても明らかにしていな
い。このようにデイヴイスらが提起するところの，企業の社会的適応のため
の原則には少なからぬ問題点が存在するのであって，この意味では例えば利
潤目標に代えるに他のなんらかの目標 を措定すること，等も考えられる必
要があると思われる。
このようにデイヴィスらの見解は幾つかの間題点を有しているが，それに
も拘らずそれは，現代の企業と社会との開系とその動向について，ならびに
企業の社会的適応の方法について理解を深めるに際して有力な手掛りを提供
するとみて差し支えないであろう。
注
(1) この点については，詳しくは拙著「現代企業の経営政策一一社会的責任と企業経営
一一J，昭和54年，第 3章。
